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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第68期

第１四半期連結
累計期間

第69期
第１四半期連結
累計期間

第68期

会計期間
自 2021年４月１日

至 2021年６月30日

自 2022年４月１日

至 2022年６月30日

自 2021年４月１日

至 2022年３月31日

売上高 （千円） 3,568,449 5,854,627 19,182,604

経常利益又は経常損失（△） （千円） △551,947 247,067 △658,877

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△）

（千円） △546,645 351,008 725,811

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △612,418 426,687 897,296

純資産額 （千円） 3,764,079 5,507,746 5,249,030

総資産額 （千円） 13,777,439 16,744,985 16,977,175

１株当たり四半期（当期）純利益

又は１株当たり四半期純損失

（△）

（円） △86.34 55.62 114.64

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 21.2 25.6 24.6

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益は、第68期第１四半期連結累計期間は、１株当たり四半期

純損失であり、また、潜在株式が存在しないため、第68期及び第69期第１四半期連結累計期間は、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（１）財政状態及び経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による影響が長期化す

る中、ワクチン接種の進展などにより経済活動は回復基調にあるものの、新たな変異株の発生による感染再拡大へ

の懸念や、原材料価格の高騰、為替の急変動等により、先行きは予断を許さない状況が続いております。

海外経済におきましては、先進国を中心としたワクチン普及に伴う行動制限緩和等により経済活動は回復傾向が

続いているものの、半導体の供給不足、原材料価格の高騰や供給制約の長期化によるインフレに加え、ロシアによ

るウクライナへの軍事侵攻の長期化といった地政学的リスク等により、先行きは不透明感を増しております。

外食産業におきましては、2022年３月にまん延防止等重点措置が解除されましたが、大人数での会食や宴会の自

粛傾向は継続しております。加えて、原材料仕入価格の高騰や人員確保のための人件費の上昇など、さまざまなコ

ストの上昇が見込まれる、厳しい経営環境が続いております。

このような状況の中、当社グループは「お客様に選んでいただける店づくり」を目指して、ブランドや店舗ごと

の特徴や強みを活かした取り組みを実施してまいります。また、原材料仕入価格等のコスト上昇への対応として、

メニュー価格の値上げは避けられない状況となっておりますが、付加価値を上げることでお客様の満足度が下がら

ないように留意してまいります。

当社グループは、2022年３月に外食事業参入50周年を迎えたことを機に、「サステイナビリティ経営」へ取り組

むことといたしました。近江商人の「売り手よし」「買い手よし」「世間よし」の「三方よし」に、次の世代によ

り良いバトンを渡していくための「未来よし」を加えた「四方よし」の考え方のもと、当社グループの強みを活か

した事業そのものが社会課題や環境課題の解決・改善となり、更なる成長へ繋がることを目指してまいります。

新規出店につきましては、国内におけるフランチャイズ展開として「カプリチョーザ」を１店舗出店いたしまし

た。

以上の結果により、財政状態、経営成績及びセグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

①財政状態

ａ．資産

当第１四半期連結会計期間末における流動資産は7,826百万円となり、前連結会計年度末より453百万円減

少いたしました。これは、現金及び預金が339百万円、売掛金が31百万円減少したこと等によるものであり

ます。固定資産は8,918百万円となり、前連結会計年度末より220百万円増加いたしました。これは、建設仮

勘定が255百万円増加したこと等によるものであります。

この結果、資産合計は16,744百万円となり、前連結会計年度末より232百万円減少いたしました。

ｂ．負債

当第１四半期連結会計期間末における流動負債は4,154百万円となり、前連結会計年度末より52百万円減

少いたしました。これは、未払法人税等が93百万円、賞与引当金が118百万円減少した一方、未払金が75百

万円増加したこと等によるものであります。固定負債は7,082百万円となり、前連結会計年度末より438百万

円減少いたしました。これは、長期借入金が479百万円減少したこと等によるものであります。

この結果、負債合計は11,237百万円となり、前連結会計年度末より490百万円減少いたしました。

ｃ．純資産

当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は5,507百万円となり、前連結会計年度末より258百万円

増加いたしました。これは、利益剰余金が268百万円増加したこと等によるものであります。

②経営成績

当第１四半期連結累計期間における売上高は5,854百万円（前年同期比64.1％増）、営業利益は105百万円（前

年同期は営業損失538百万円）、経常利益は247百万円（前年同期は経常損失551百万円）、親会社株主に帰属す

る四半期純利益は351百万円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純損失546百万円）となりました。
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③セグメントごとの経営成績

ａ．日本

国内では、売上高は4,621百万円（前年同期比63.3％増）、営業利益は354百万円（前年同期は営業損失

318百万円）となりました。

ｂ．北米

北米では、売上高は1,053百万円（前年同期比71.0％増）、営業損失は123百万円（前年同期は営業損失

103百万円）となりました。

ｃ．ミクロネシア

ミクロネシアでは、売上高は190百万円（前年同期比43.4％増）、営業損失は12百万円（前年同期は営業

損失2百万円）となりました。

ｄ．欧州

欧州では、営業損失は0百万円（前年同期は営業損失3百万円）となりました。

ｅ．アジア

アジアでは、売上高は6百万円（前年同期比74.5％増）、営業損失は3百万円（前年同期は営業損失12百万

円）となりました。

 

（２）経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

（３）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

（４）研究開発活動

該当事項はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 22,127,680

計 22,127,680

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2022年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2022年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,331,920 6,331,920
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 6,331,920 6,331,920 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年　月　日
発 行 済 株 式
総 数 増 減 数
（株）

発 行 済 株 式
総 数 残 高
（株）

資本金増減額
（千円）

資 本 金 残 高
（千円）

資 本 準 備 金
増 減 額
（千円）

資 本 準 備 金
残 高
（千円）

2022年４月１日～

2022年６月30日
－ 6,331,920 － 50,000 － 588,655

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2022年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

    2022年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,328,700 63,287 －

単元未満株式 普通株式 2,520 － －

発行済株式総数  6,331,920 － －

総株主の議決権  － 63,287 －

（注）単元未満株式には、当社所有の自己株式５株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2022年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合（％)

株式会社ＷＤＩ
東京都港区六本木

五丁目５番１号
700 － 700 0.01

計 － 700 － 700 0.01

（注）当社は、2022年５月24日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法

第156条及び当社定款の規定に基づき、自己株式の取得に係る事項について決議し、2022年５月25日に東京証券取

引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-３）によって50,000株を取得しました。その結果、当第１四半期会計期

間末日現在の自己株式数は、単元未満株式買取請求による取得を含め50,705株となっております。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2022年４月１日から2022

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,174,499 5,834,823

売掛金 631,799 599,973

棚卸資産 ※ 612,288 ※ 603,865

預け金 476,607 444,632

その他 387,671 346,395

貸倒引当金 △3,349 △3,314

流動資産合計 8,279,515 7,826,375

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 8,123,248 8,213,750

減価償却累計額 △4,517,048 △4,663,991

建物及び構築物（純額） 3,606,200 3,549,758

工具、器具及び備品 2,823,665 2,883,783

減価償却累計額 △2,486,415 △2,533,864

工具、器具及び備品（純額） 337,250 349,919

土地 2,490,358 2,490,358

建設仮勘定 247,442 503,256

その他 38,000 38,854

減価償却累計額 △28,993 △31,100

その他（純額） 9,007 7,754

有形固定資産合計 6,690,258 6,901,047

無形固定資産   

その他 223,529 226,620

無形固定資産合計 223,529 226,620

投資その他の資産   

敷金及び保証金 1,557,465 1,566,981

繰延税金資産 29,894 29,894

その他 196,834 194,389

貸倒引当金 △322 △322

投資その他の資産合計 1,783,871 1,790,943

固定資産合計 8,697,659 8,918,610

資産合計 16,977,175 16,744,985
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 624,855 625,521

１年内返済予定の長期借入金 1,409,818 1,441,556

未払金 819,066 894,991

未払費用 427,931 431,802

未払法人税等 344,845 251,610

賞与引当金 239,535 121,039

販売促進引当金 32,000 33,300

資産除去債務 31,727 30,778

その他 276,627 323,762

流動負債合計 4,206,407 4,154,361

固定負債   

長期借入金 5,955,053 5,475,212

繰延税金負債 1,075,512 1,075,512

退職給付に係る負債 6,374 6,648

その他 484,797 525,503

固定負債合計 7,521,737 7,082,877

負債合計 11,728,144 11,237,238

純資産の部   

株主資本   

資本金 50,000 50,000

資本剰余金 1,124,213 1,124,213

利益剰余金 3,253,978 3,522,681

自己株式 △713 △88,213

株主資本合計 4,427,478 4,608,681

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 △255,920 △326,246

その他の包括利益累計額合計 △255,920 △326,246

非支配株主持分 1,077,472 1,225,311

純資産合計 5,249,030 5,507,746

負債純資産合計 16,977,175 16,744,985
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年６月30日)

売上高 3,568,449 5,854,627

売上原価 973,274 1,628,307

売上総利益 2,595,175 4,226,320

販売費及び一般管理費 3,133,207 4,120,371

営業利益又は営業損失（△） △538,032 105,949

営業外収益   

受取利息 226 220

為替差益 － 152,165

その他 2,794 5,365

営業外収益合計 3,021 157,751

営業外費用   

支払利息 10,862 15,305

為替差損 3,616 －

その他 2,456 1,327

営業外費用合計 16,936 16,633

経常利益又は経常損失（△） △551,947 247,067

特別利益   

固定資産売却益 2,429 1,228

助成金収入 ※１ 272,252 ※１ 268,926

債務免除益 － ※２ 225,734

特別利益合計 274,681 495,889

特別損失   

固定資産売却損 744 －

固定資産除却損 43 653

店舗閉鎖損失 2,296 64

臨時休業による損失 ※３ 107,956 －

特別損失合計 111,041 717

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△388,306 742,238

法人税等 148,730 251,586

四半期純利益又は四半期純損失（△） △537,037 490,651

非支配株主に帰属する四半期純利益 9,608 139,643

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△546,645 351,008
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △537,037 490,651

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 △75,381 △63,964

その他の包括利益合計 △75,381 △63,964

四半期包括利益 △612,418 426,687

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △629,928 280,682

非支配株主に係る四半期包括利益 17,509 146,005
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算定

会計基準適用指針」という。）を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-

２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用

することといたしました。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理

的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。なお、法人税等調整額は、法人

税等に含めて表示しております。

但し、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く場合には、法定実効税率を使用する

方法によっております。

（追加情報）

新型コロナウイルス感染症の拡大が事業活動に与える影響は、2022年９月までは一定程度継続するものの徐々に

小さくなり、2022年10月以降は同感染症が影響を及ぼす以前の売上高の水準に戻るものと仮定しております。

当社グループはこの仮定のもと、固定資産の減損会計の適用など会計上の見積りを行っております。

なお、新型コロナウイルス感染症の収束時期は不透明であり、収束に時間を要する場合には、当社グループの財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に影響を与える可能性があります。

（四半期連結貸借対照表関係）

※　棚卸資産の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2022年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2022年６月30日）

商品 118,749千円 110,025千円

原材料及び貯蔵品 493,538 493,840

計 612,288 603,865

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　助成金収入

新型コロナウイルス感染症に係る雇用調整助成金及び時短協力金等を「助成金収入」として特別利益に

計上しております。

 

※２　債務免除益

米国の関係会社において、米国中小企業向けの融資である「給与保護プログラム Paycheck Protection

Program」を活用して融資を受けておりましたが、本融資の一部の返済免除が確定したため、確定した債務

免除額を「債務免除益」として特別利益に計上しております。

 

※３　臨時休業による損失

新型コロナウイルス感染症に対する政府及び各自治体からの各種要請等を踏まえ、店舗の臨時休業や営

業時間の短縮を実施しました。これに伴う店舗の臨時休業期間中に発生した固定費（人件費・賃借料・減価

償却費）を「臨時休業による損失」として特別損失に計上しております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次の

とおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年６月30日）

減価償却費 115,651千円 135,383千円

 

（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

2021年６月25日

定時株主総会
普通株式 50,650 利益剰余金 8 2021年３月31日 2021年６月28日

 

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

2022年６月28日

定時株主総会
普通株式 82,305 利益剰余金 13 2022年３月31日 2022年６月29日

（注）１株当たり配当額には外食事業参入50周年の記念配当５円が含まれております。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

（自己株式の取得）

当社は、2022年５月24日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される

同法第156条及び当社定款の規定に基づき、自己株式の取得に係る事項について決議し、2022年５月25日に東京

証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-３）によって50,000株を取得しました。これにより、当第１

四半期連結累計期間において自己株式が87百万円増加しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．前第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）

（１）報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     （単位：千円）

 日本 北米 ミクロネシア 欧州 アジア 合計

売上高       

一時点で移転される財

又はサービス
2,791,857 612,651 133,093 － 3,680 3,541,281

一定の期間にわたり移転

される財又はサービス
18,319 － － － － 18,319

顧客との契約から生じる

収益
2,810,176 612,651 133,093 － 3,680 3,559,600

その他の収益 8,847 － － － － 8,847

外部顧客への売上高 2,819,024 612,651 133,093 － 3,680 3,568,449

セグメント間の内部

売上高又は振替高
11,667 3,750 － － － 15,417

計 2,830,692 616,401 133,093 － 3,680 3,583,867

セグメント利益

又は損失（△）
△318,846 △103,696 △2,909 △3,012 △12,962 △441,427

（注）その他の収益は、「リース取引に関する会計基準」に基づく賃貸収入等であります。

 

（２）報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益又は損失 金額

報告セグメント計

全社費用（注）

その他の調整額

△441,427

△96,881

273

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △538,032

（注）全社費用は、主に当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用です。

（３）報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ＷＤＩ(E03496)

四半期報告書

14/19



２．当第１四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

（１）報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     （単位：千円）

 日本 北米 ミクロネシア 欧州 アジア 合計

売上高       

一時点で移転される財

又はサービス
4,549,376 1,050,050 190,881 － 6,420 5,796,729

一定の期間にわたり移転

される財又はサービス
18,201 － － － － 18,201

顧客との契約から生じる

収益
4,567,577 1,050,050 190,881 － 6,420 5,814,930

その他の収益 39,697 － － － － 39,697

外部顧客への売上高 4,607,275 1,050,050 190,881 － 6,420 5,854,627

セグメント間の内部

売上高又は振替高
14,657 3,750 － － － 18,407

計 4,621,933 1,053,800 190,881 － 6,420 5,873,035

セグメント利益

又は損失（△）
354,165 △123,522 △12,620 △951 △3,894 213,177

（注）その他の収益は、「リース取引に関する会計基準」に基づく賃貸収入等であります。

 

（２）報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益又は損失 金額

報告セグメント計

全社費用（注）

その他の調整額

213,177

△107,227

－

四半期連結損益計算書の営業利益 105,949

（注）全社費用は、主に当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用です。

（３）報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社ＷＤＩ(E03496)

四半期報告書

15/19



（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年６月30日）

１株当たり四半期純利益（△は損失） △86.34円 55.62円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（△は損失）（千円）
△546,645 351,008

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益（△は損失）（千円）
△546,645 351,008

普通株式の期中平均株式数（株） 6,331,255 6,310,885

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、前第１四半期連結累計期間は１株当たり四半期純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため、当第１四半期累計期間は潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

米国の関係会社において、米国中小企業向けの融資である「給与保護プログラム Paycheck Protection

Program」を活用して融資を受けておりました。

当該会社の第１四半期会計期間末日後に、本融資の一部の返済免除が確定したため、確定した債務免除額を「債

務免除益」として、第２四半期連結会計期間に約200万米ドル（約246百万円）を特別利益に計上する見通しであり

ます。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2022年８月４日

株式会社ＷＤＩ

取締役会　御中

 

太陽有限責任監査法人

　東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 桐川 聡　　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 藤本 浩巳　　印

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＷＤＩ

の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2022年４月１日から2022年６月30

日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＷＤＩ及び連結子会社の2022年６月30日現在の財政状態及び

同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点に

おいて認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

強調事項

追加情報に記載されているとおり、会社は、新型コロナウイルス感染症の拡大が事業活動に与える影響は、2022年９月

までは一定程度継続するものの徐々に小さくなり、2022年10月以降は同感染症が影響を及ぼす以前の売上高の水準に戻る

ものと仮定している。

会社は、この仮定のもと、固定資産の減損会計の適用など会計上の見積りを行っている。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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